
【伊勢市独自支援策】  

　交付額
  ●個人事業者　一律 ３万円

  ●法　　 　　人　一律 ５万円

　※介護サービス施設、障害福祉サービス施設、子ども支援施設、民間保育施設、医療機関(施術所・歯科技工所を除く)

　　　を運営している事業者はＰ3の支援金を申請してください。（対象者には担当課から個別通知しております。）

　申請期間
　●令和6年1月9日（火）から令和6年3月8日（金）まで　※必着（消印有効ではありません）

　※電子申請の場合は、令和6年3月8日（金）23時59分までに申請受付が完了していること。

　交付要件
　●令和5年12月１日（金）以前から伊勢市に住民登録がある個人事業者又は伊勢市内に登記　

　　上の本店を有する法人であること。　

　●令和5年12月1日（金）までに事業を開始しており、今後も事業を継続する意思を有する中小

　　 企業者等であること。※中小企業者等の定義はＰ3参照

　●申請事業者の代表者、役員又は使用人その他の従業員等が暴力団員等に該当せず、か

　　 つ、将来にわたっても該当しないこと。また、暴力団又は暴力団員等が、申請事業者の経営　

　　 に事実上参画していないこと。

　●次のいずれにも該当しないこと。

　　　①　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２

　　　　　 条第５項に規定する性風俗関連特殊営業および当該営業に係る接客業務受託営業を

　　　　　 行う事業者

　　　②　宗教上の組織又は団体

　　　③　政治団体

　　　④　確定申告の事業収入が家事消費のみの者

　　　⑤　その他、支援金の趣旨及び目的に照らして適当でないと市長が判断するもの

物価高騰の影響を緩和するため、市内の中小企業者等（個人事業者・法人）に対し、
事業負担の軽減及び事業継続を支えるため支援金を交付します。

令和５年度
中小企業者物価高騰支援金

交付申請要領

お問合せ先：中小企業者物価高騰支援金事務局（伊勢商工会議所内）
　　　　　　電　話：0596-63-6090
　　　　　　メール：bukka@ise-cci.or.jp
　　　　　　受付時間：9時から17時まで（平日のみ）

支援金の交付申請書は、伊勢市ホームページからダウンロードしてください。☞

！裏面もご確認ください！

伊勢市中小企業者物価高騰支援金 検索
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１　令和５年度伊勢市中小企業者物価高騰支援金交付申請書　（様式第1号）

　　記入例を参考に記入してください。※消せるボールペンや鉛筆は使用しないでください。

２　事業を行っていることが分かる書類　

個人事業者の場合
直近の所得税の確定申告書第１表のコピー（Ｐ4参照）　または　
直近の市・県民税申告書のコピー（Ｐ6参照）　

法人の場合 直近の法人税確定申告書別表１（Ｐ4参照）のコピー　※申告時期を迎えたもののうち直近もの

創業間もない事業者で、
決算期や申告時期を
一度も迎えていない場合

個人事業者の場合：個人事業の開業・廃業等届出書
法人の場合：法人設立届出書のコピー（Ｐ6参照）　

※いずれも令和5年12月1日までに開業（事業開始）し、受付印が押印されているもの

※事業を行っていることが分かる書類は、税務署または市役所課税課の受付印が押印または受付日時が印字さ
れていること。
※e-Tax により申告した場合は、受信通知もしくはメール詳細をあわせて提出してください。

３　通帳等のコピー（必ずA4サイズで提出してください）

　　「金融機関名」、「本・支店番号」、「支店名」、「口座種別」、「口座番号」、「口座名義人」が明確に記載されているもの

　　をご提出ください。

　　例：通帳をめくった１，２ページ目のコピー　※コピーが薄いと文字等が判読できませんのでご注意ください。

　　※振込先の口座は、申請者ご本人の口座に限ります。（法人の場合は、当該法人の口座）

　提出書類の一覧
下表の書類を提出してください。交付申請書は、伊勢市ホームページからダウンロードできます。

※書類はすべてA4サイズで提出してください。

※必要に応じて追加書類の提出を依頼する場合があります。

※電子申請の場合、１は申請フォームに必要事項を入力し、２、３は申請フォームの画面の指示に従い、添付（ア
ップロード）して提出してください。

　申請方法
　　（１）申請書類

　　　　下記の提出書類を提出してください。必要に応じて、追加書類の提出及び説明を求めることがあります。

　　　　また、申請書類は返却いたしません。

　　（２）申請書類の提出方法

　　　　電子申請 または 郵送申請 または 持参での申請
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電子申請の場合

次のQRコードを読み取り、申請してください。

郵送の場合

【宛先】〒516-0037　伊勢市岩渕1丁目7番17号
　　　　 伊勢商工会議所内　中小企業者物価高騰支援金事務局　宛
〈郵送の際の注意事項〉
※切手を貼付の上、裏面には差出人の住所及び氏名を必ずご記載ください。
※簡易書留など郵便物の追跡可能な方法をご推奨いたします。
※令和6年3月8日（金）　必着

持参の場合

【提出先】伊勢商工会議所　中小企業者物価高騰支援金事務局
　　　　　　伊勢市岩渕1丁目7番17号
　　　　　　受付時間：９時から17時まで（平日のみ）

https://logoform.jp/form/EzfD/464130

https://logoform.jp/form/EzfD/464130


　交付までの流れ

　申請にあたっての注意事項

　（１）申請書類を受理した後、その内容を審査します。なお、書類に不備等があった場合、審査の順番が前後します。

　（２）申請書類を審査した結果、支援金の交付を決定したときは、後日、その旨の通知を発送し、通知後概ね２週間をめどに

　　　　ご指定の口座に振り込みます。

　 ※申請書類を審査した結果、支援金を交付しないことを決定したときは、後日、その旨の通知を発送します。

　（１）支援金交付の決定後、交付要件に該当しない事実や不正等が発覚した場合は既に交付済みの支援金は返還いただきます。

　（２）支援金交付事務を公正・公平に行うため、必要に応じて、資料の提出を求めたり、申請内容に関して調査を行い、説明又は

　　　是正のための措置を求めることがあります。

　（３）支援金の交付に係る個人事業主名や法人名等は、情報公開の対象となります。

　（４）支援金は課税対象です。次期申告の際にはご注意ください。

福祉施設や医療機関等への支援金
介護サービス施設、障害福祉サービス施設、子ども支援施設、民間保育施設、医療機関(施術所・歯科技工所を除く)

を運営している事業者は中小企業者物価高騰支援金ではなく、下記の支援金を申請してください。

（対象者には担当課から個別通知しております。）

●伊勢市介護サービス等事業所安定運営支援金　（介護保険課）

●伊勢市障害福祉サービス等事業所安定運営支援金　（高齢・障がい福祉課）　

●伊勢市子ども支援施設等安定運営支援金　（子育て支援課）

●伊勢市民間保育施設等安定運営支援金　（保育課）

●伊勢市医療機関等安定運営支援金　（健康課）
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　「中小企業者等」について

（１）中小企業者の定義（中小企業基本法による）

（２）中小企業者等の「等」とは

　　特定非営利活動法人、一般社団・財団法人、公益社団・財団法人、学校法人などで、その対象となるのは、基本財産

　　額・出資金等や常時使用する従業員数から中小企業者と同等と認められる場合に限ります。

製造業、建設業、運輸業

その他の業種（下記を除く）
資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社又は
常時使用する従業員の数が３００人以下の会社及び個人

卸売業 資本金の額又は出資の総額が１億円以下の会社又は
常時使用する従業員の数が１００人以下の会社及び個人

小売業 資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の会社又は
常時使用する従業員の数が５０人以下の会社及び個人

サービス業 資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の会社又は
常時使用する従業員の数が１００人以下の会社及び個人

交付要件の中小企業者等とは、事業により事業収入（売上）を得ている者で、以下の（１）または（２）に該当する者をいいます。

※事業収入とは、個人であれば確定申告書第1表における「事業収入」、法人であれば確定申告書別表1における「売上金額」をいいます。

（個人で事業収入以外（不動産収入や給与収入など）で確定申告している方は中小企業者等に該当しません。 ）



事業を行っていることが分かる書類 ： 確定申告書

提出書類の事業を行っていることが分かる書類は、次の書類を提出してください。
　個人事業者の場合、令和4年分（または令和5年分）の確定申告書第一表のコピー
　法人の場合、直近の所得税確定申告書別表1のコピー　※申告期限を迎えたもののうち直近のもの
　※以下のア～エのいずれかが必要です。 ア～エのいずれもない場合は、Ｐ5を参照してください。

イ
ア

ア

イ

ウ

＜個人事業者＞ ＜法   人＞

ア：受付印が押印されていること
または

イ：受付日時、受付番号の記載があること
または

ウ：税理士の署名（記名+押印も可）があること。
または

エ：受信通知（メール詳細）があること
（ある場合は、確定申告にあわせて提出してください。）

※ア～エのいずれもない場合は、Ｐ5を参照

エ

個人事業者 法 人
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法人の場合

確定申告書に受付印（受付日時の印字）または受信通知（メール詳細）等のいずれもない場合には、

提出する確定申告書類の年分の「納税証明書（その2所得金額用）」（事業所得金額の記載があるもの）をあわせて提出

してください。（納税証明書は税務署で取得できます。）

納税証明書（その2所得金額用）

（事業所得金額の記載のあるもの）
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確定申告書に受付印等がない場合 ： 納税証明書

法人の場合個人事業者の場合



創業間もない事業者で、決算期や申告時期を一度も迎えていない場合は、次の書類を提出してください。

個人事業者：個人事業の開業・廃業等届出書のコピー、　法人：法人設立届出書のコピー

※営業許可証や許認可証は事業を行っていることが分かる書類には利用できません。
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開業日（事業開始日）は
令和5年12月1日までであること。

令和5年12月1日までの受付印が
押印されていること

事業を行っていることが分かる書類 ： 開業届または法人設立届
（創業間もない事業者で、決算期や申告時期を一度も迎えていない場合）

e-Taxを用いて提出した場合、受付印は受信通知（メール詳細）により代替することができます。

受付印や受信通知がない場合は、税理士署名（記名+押印も可）で代替することができます。

事業を行っていることが分かる書類 ： 市・県民税申告書
（確定申告の義務がない等の理由により確定申告書が提出できない場合）
所得税の納付税額がない等の理由で確定申告の義務がない場合は、令和5年度または令和6年度市・県民
税申告書のコピーを提出してください。
※受付印が押印（受付日時が印字）されていること。

税務署受付印が押印（受付日時が印字）
されていること


